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１.山形県と県内市町村のDX推進に向けた連携体制①

(1) 民間委託による支援 【ＩＣＴマネジメント支援事業 】
・ＤＸ推進課内に外部専門人材が常駐し、県庁各部局及び市町村からの依頼を受けて支援

(2) 外部副業等人材による支援 【デジタルアドバイザー派遣事業】
・デジタル活用の個別具体的な課題に柔軟、迅速に対応するために、対応経験のある専門人材から、その都度助言を
うけられる体制を整備

システムの共同調達 【山形県自治体ＤＸ推進協議会】
・県・市町村が共同で導入できる情報システムについて、県と全市町村で構成する「山形県自治体ＤＸ推進協議会」で
協議のうえ方針を決定

・共同調達にあたっては、県が、仕様書の作成から入札・契約、運用保守まで一括して実施

共同調達

外部人材

重点 市町村の情報システム標準化・共通化支援
・ベンダごとのグループにおける意見交換会への参加、技術的助言・提案等
・各市町村への個別支援（助言、情報提供等） ・システム標準化に係る勉強会等の開催 など

これまでの実績：「電子申請・施設予約システム」「情報セキュリティクラウド」

これまでの実績：「自治体ＤＸ推進計画及びアクションプランの策定アドバイス」
「最適化された総合窓口に係るアドバイス」「キャッシュレス決済導入に係るアドバイス」 など



１.山形県と県内市町村のDX推進に向けた連携体制②

ＤＸアカデミー
本県職員に求められるＤＸ人材像を、階層
化して定義し、各層で求められるデジタル
スキル獲得に向けた研修プログラムを展開

市町村職員も対象とし、県内全体のＤＸ化
の底上げを図る

人材育成

山形デジタル道場
県と市町村共通の課題に対するデジタルを
活用した解決方法について、情報を共有し、
意見交換等を実施



２.山形県内市町村の外部人材の活用状況等

県内市町村の状況（令和６年４月時点）

・外部人材を活用している（過去に実績ありを含む）市町村は、全体の66％（23市町村/35市町村）
一方、外部人材を活用していない（活用実績・予定なし）市町村は、全体の20％（7市町村/35市町村）

推進体制の整備について

・DX推進担当部門（主業務としての兼務含む）がある市町村は、全体の46％（16市町村35市町村）
一方、DX推進担当を主業務とした部門を設置していない市町村は、全体の54％（19市町村/35市町村） 

※山形県「市町村のＤＸ進捗状況調査」（令和6年5月調査）より



３.今後の取組みの方向性

○今年度の取組み
R6.5～ 総務省事業「地域デジタル基盤活用推進事業（推進体制構築支援）」に採択・事業開始
R6.6 県と市町村でデジタル人材を共同して確保する取組みについて、他県の事例を研究する研修会を実施

今後の取組みの方向性
・市町村の人材育成では、現在実施中の研修プログラムの内容を充実していく

・地域デジタル基盤活用推進事業で得られた知見等を、他市町村にも横展開していく

・県と市町村が連携したＤＸ推進体制整備については、地域デジタル基盤活用推進事業の成果も活かしながら、自治体

ＤＸ推進協議会の場で協議を重ね、令和７年度中に体制を構築する

デジタル実装を進めている市町村

取組みが遅れている市町村

支援を受けてＤＸを推進したい

県内市町村のＤＸ推進の状況
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